
発注情報詳細【総合評価一般競争入札(特別簡易型)】 

１ 契約番号 ５０８１００１０３６ 

２ 件名 岡本太郎美術館空気調和設備改修その他工事 

３ 履行場所 川崎市多摩区枡形７丁目１番５号（生田緑地内） 

４ 履行期間 

/履行日数 
契約の日から令和１０年９月２９日まで 

５ 工事概要 本工事は、岡本太郎美術館の機能を維持しつつ、空気調和設備及び換気設備の改修を行い、展

示環境及び収蔵環境の維持並びに設備機能の更新を図るものである。 
（１） 空調工事 

ア 空気調和設備 イ 換気設備 ウ 自動制御設備 
（２） 衛生工事 

ア 排水設備 イ 消火設備 
（３） 撤去工事 
（４） 建築工事 
（５） 電気設備工事 
＜参考＞建物概要 
主用途：美術館 ／ 階  数：地下１階、地上１階 
構 造：ＲＣ＋Ｓ造 ／ 敷地面積：９，４６８㎡ ／ 延床面積：４，９９３.８㎡ 

６ 総合評価落

札方式の型

式及び採用

理由 

本工事は、技術的な工夫の余地が小さい工事であり、また、施工の確実性を確保するために、

入札参加者の施工能力、信頼性・社会性等と入札価格を一体として評価することが妥当と認めら

れることから、総合評価一般競争入札（特別簡易型）を採用します。 

７ 一般競争入札 

参加資格 
本工事の入札は、混合入札により執行します。 
入札に参加を希望する者は、次の条件を満たしている２者（以下それぞれ「代表者」及び「構

成員２」という。）により結成されている共同企業体（以下、「特定ＪＶ」という。）又は単体企

業でなければなりません。 
ただし、特定ＪＶの出資割合は、全ての構成員を２０％以上とし、代表者は、他の構成員の割

合を上回らなければいけません。 
（１）特定ＪＶの資格条件 

ア 全ての構成員に必要な条件 
（ア）川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間中でないこと。 
（イ）川崎市競争入札参加資格者指名停止等要綱による指名停止期間でないこと。 
（ウ）次のａからｃのいずれかにより建設業退職金共済制度加入が確認できること。 

ａ 令和７・８年度川崎市工事請負有資格業者名簿に加入「有」で登録されていること。 

ｂ 経営事項審査の総合評定値通知書の写しにより加入「有」が確認できること。 

ｃ 建設業退職金共済加入履行証明書により加入が確認できること。 

※ 上記ａ以外の場合は、入札参加申込書提出時に窓口にて確認を行うため、電子入札

システムによる申込ができません。 
（エ）令和７・８年度川崎市工事請負有資格業者名簿に業種「空調・衛生」種目「空気調和

設備」ランク「Ａ」で登録されていること。 
（オ）有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書を有していること。 



（カ）本工事の他の特定ＪＶの構成員になっていないこと。 
イ 特定ＪＶの代表者に必要な条件 
（ア）管工事業に係る特定建設業の許可を受けていること。 
（イ）監理技術者資格者証（業種「管」）の交付を受けた技術者を専任で配置できること。 
  ※ 当該技術者は落札候補者となった日において、他の工事に従事していない者でなけ

ればなりません（「１８ 注意事項」において、別に定める場合は、この限りではあ

りません。）。 

なお、建設業法第２６条第３項ただし書及び同項第２号により専任義務を緩和する場

合（以下、「専任特例２号」という。）の監理技術者を配置する場合は、２現場までの

兼任を可とします。ただし、それぞれの現場に監理技術者補佐を専任で配置することを

要します。 

ウ 特定ＪＶの構成員２に必要な条件 
（ア）令和７・８年度川崎市工事請負有資格業者名簿に地域区分「市内」で登録されている

こと。 
（イ）「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」第２条第１項第１号によ

る中小企業者であること。 
（ウ）管工事業に係る建設業の許可を受けていること。 
（エ）主任技術者（業種「管」）を専任で配置できること。  

※ 当該技術者は落札候補者となった日において、他の工事に従事していない者でなけ

ればなりません（「１８ 注意事項」において、別に定める場合は、この限りではあ

りません。）。 
（２）単体企業の資格条件 

上記（１）ア「全ての構成員に必要な条件」及び上記（１）イ「特定ＪＶの代表者に必要

な条件」を全て満たしていること。ただし、受注後の下請契約の請負代金の額の合計が５，

０００万円（建築一式工事の場合は８，０００万円）を下回り、「下請契約に関する誓約書」

を提出した場合は、（１）イ（ア）については一般建設業の許可でも可とし、（１）イ（イ）

については主任技術者でも可とします。 
８ 入札の日程 令和８年 ９月１６日（水） 入札公告 

令和８年 ９月２９日（火） 特定ＪＶ新規登録申請締切 
令和８年 ９月３０日（水） 入札参加申込締切 
令和８年１０月 ５日（月） 設計図書類の取得 
令和８年１０月１６日（金） 入札書・技術資料等提出開始 
令和８年１０月２８日（水） 入札書・技術資料等提出締切 
令和８年１１月１０日（火） 開札予定日 
令和８年１１月１８日（水） 落札者決定、結果公表 （※予定） 
※ 低入札価格調査を行う場合又は積算疑義申立てがあった場合、落札者の決定及び結果公表は標記

日程より遅くなります。 

９ 特定ＪＶ新

規登録申請 

 

特定ＪＶは、次の手続きが必要となります。 

（１）登録申請 

入札参加申込締切日の前日までに、特定ＪＶ新規登録申請を行ってください。 

本工事の特定ＪＶ新規登録申請は、業者登録システムによる申請により行います。 

申請方法については、入札公表詳細に掲げている「特定ＪＶ新規登録申請について（操作

説明ダイジェスト版）」を御覧ください。 



（２）申請受付 

申請が受け付けられた場合、「申請受付完了」画面が表示されるとともに、登録した特定

ＪＶ代表者の令和７・８年度川崎市競争入札参加資格審査申請書の「工事」の委任先メール

アドレスに「申請受付通知」が送信されます。また、翌日に特定ＪＶとしての業者番号が記

載された「ＪＶ登録完了通知」が送信されます。 

（３）参加申込時の注意点 

下記 10 のとおり、入札参加申込を行ってください。入札参加申込は、特定ＪＶとしての

業者番号を使用してください。ＪＶ登録完了通知に記載されている業者番号以外で入札参加

申込を行ったものは無効となる場合がありますので御注意ください。 

（４）「共同企業体協定書及び委任状」の提出（「入札公表詳細」に掲げる様式を使用） 
電子入札システムでの申込時に、構成員全員の押印まで完了しスキャンをした共同企業体

協定書及び委任状のデータを添付してください。 
添付方法については、入札公表詳細に掲げている「共同企業体における電子入札システム

利用時の申込ガイド」を御覧ください。 
なお、電子入札システムで添付が出来ない場合や紙により入札参加申込を行う場合は、紙

で次の期間内に持参してください。 
ア 電子入札システム申込時に添付の場合 ※電子申込期間に同じ。 

提出期間：ＪＶ登録完了通知受領後から申込締切日の午前８時～午後８時 
イ 申込場所に持参の場合 

提出期間：「入札公表詳細」の公表日から申込締切日の午前８時３０分～午後５時 
（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

※ 入札参加申込がされた場合でも、上記提出期間内に当該案件に係る共同企業体協定書

及び委任状の提出がない場合、入札参加申込は無効となります。 
10 入札参加申

込書等の提

出方法・期

間・必要な

書類 

※ 特定ＪＶについては、入札参加申込締切日の前日までに上記９の特定ＪＶ新規登録申請がさ

れていない場合、電子入札システムでの参加申込ができません。 
※ 「入札情報かわさき」の「電子入札」に掲載している川崎市電子入札運用基準の中の「入札

参加申込について」を必ず御覧ください。 
（１）電子入札システムによる入札参加申込を行う場合 
  ア 電子入札システムへの添付書類及び申込書提出期間 
   ・単体の場合は、添付書類不要 

・特定ＪＶの場合は、共同企業体協定書及び委任状 
提出方法については、上記９（４）を御覧ください。 
提出期間：「入札公表詳細」の公表日から申込締切日の午前８時～午後８時、特定ＪＶ

の場合は、ＪＶ登録完了通知受領後から申込締切日の午前８時～午後８時 
※ ただし、添付に誤りがあった場合は、契約課に連絡の上、再提出が必要となります。

再提出の依頼受付期間は、入札参加申込期間中の午前８時３０分～午後５時、入札参

加申込締切日に限り午後４時まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）となります。 
（２）紙により入札参加申込を行う場合 

申込提出場所に提出する書類 
ア 一般競争入札参加申込書 

※ 一般競争入札参加申込書は、「入札情報かわさき」の「ダウンロードコーナー」の財

政局「入札参加手続関係」からダウンロードできます。なお、特定ＪＶの場合は、「住

所」欄は「特定ＪＶの所在地」、「商号又は名称」欄は「特定ＪＶの名称」、「代表者職氏



名」欄は「特定ＪＶ代表者の代表者職氏名」を記載してください。 
※ 特定ＪＶの場合は、上記９（４）と同時の提出を可とします。同時に提出する場合、

一般競争入札参加申込書の業者番号は、空欄として提出してください。 
  イ 建設業退職金共済制度加入が確認できる書類 

※ 特定ＪＶの場合は、下記に該当する各構成員分 

  ７(１)ア(ウ)ａに該当する場合は、「不要」 
７(１)ア(ウ)ｂに該当する場合は、「有効期間内の経営事項審査の総合評定値通知書の写し」 

  ７(１)ア(ウ)ｃに該当する場合は、「建設業退職金共済加入履行証明書」 

（※過去３か月以内に証明を受けたものに限る。） 
提出期間：「入札公表詳細」の公表日から申請申込締切日の午前８時３０分～午後５時 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 
11 設計図書類 設計図書類の配布 

本工事は、設計図書の電子化実施対象案件です。入札参加申込みをした者のうち、一般競争

入札参加資格確認通知を受けた者には、本工事の設計図書を次により電子媒体（ＣＤ－Ｒ）で

配布します。事前に契約課建築契約係（電話：０４４（２００）２１００）に電話連絡の上、

配布時間の指定を受けてください。また、受け取りの際には、一般競争入札参加資格確認通知

書と受取人の名刺を持参してください。 
（１） 配布期間 

令和８年１０月５日（月）から令和８年１０月２８日（水）まで 
（土曜日、日曜日及び祝日を除く午前８時３０分から正午まで、午後１時から午後５時まで） 

（２）場所 
川崎市財政局資産管理部契約課建築契約係 
川崎市川崎区宮本町１番地 本庁舎１６階 
電話：０４４（２００）２１００ 

12 入札手続等 （１）入札書及び積算内訳書の提出 

原則として、電子入札システムによります。 
電子入札締切日時 令和８年１０月２８日（水） 午後４時 

入札時には、入札額に相応する積算額が記入されている積算内訳書を添付してください。

積算内訳書は、再度入札を行う場合は、その都度提出してください。積算内訳書の書式は確

認通知書受信後に取得できます。取得方法については、ホームページ「入札情報かわさき」

－「ダウンロードコーナー」－財政局「入札参加手続関係」に掲載している「見積用設計図

書・積算内訳書取得マニュアル」を御覧ください。 
  ※ 紙入札方式による場合 

電子入札によりがたい者は、紙入札方式によることができますので、入札予定日時に「入

札公表詳細」の入札場所に、入札書及び積算内訳書を同一封筒に封緘の上、持参してくだ

さい。 
代理人をもって入札を行う場合は、委任状を持参してください。委任状の提出がない場

合、押印漏れ等の不備がある場合は入札に参加できない場合があります。また、入札書に

代表者の押印並びに代理人氏名の記入及び押印が必要となります（代理人の印鑑は委任状

に押印したものと同じ印鑑を使用してください。）。 
（２）総合評価落札方式評価項目算定資料の提出 

「総合評価落札方式評価項目算定資料」（以下「算定資料」という。）については発注情報

詳細別表１「総合評価落札方式評価項目算定資料」を御覧ください。様式は「入札公表詳細」



から取得できます。 

「算定資料」は財政局資産管理部契約課に令和８年１０月２８日（水）午後５時（必着）

までに提出してください。 

提出方法は原則下記（２）アによるものとし、（２）アによりがたい場合は、（２）イ又は

ウによるものとします。 

この際、以下の書類も併せて提出してください。 

・下請契約に関する誓約書（第３号様式） 

「入札情報かわさき」の「ダウンロードコーナー」の財政局「入札参加手続関係」

の中の「下請契約に関する誓約書（第３号様式）」を提出してください。 

※ 本工事を一般建設業の許可を受けている者が受注する場合、下請契約の請負代金

の合計が５，０００万円（建築一式工事の場合は８，０００万円）以上となること

は、法令上認められていません。 

※ 特定建設業の許可を有していて監理技術者を配置する場合は不要です。 

ア 専用フォーム 

ホームページ「入札情報かわさき」－「業者登録システム」－「仕様書等ダウンロー

ド」に掲出のＵＲＬから専用のフォームにアクセスし、提出してください。 

また、送付後に財政局契約課建築契約係（電話：０４４（２００）２１００）に専用

フォームにより提出した旨の連絡をお願いします。 

イ 郵送等 

期日までに到着するように、書留郵便等配達の記録が残る方法で送付してください。 

また、送付後に財政局契約課建築契約係（電話：０４４（２００）２１００）に郵送

提出した旨の連絡をお願いします。 

  送付先 

   〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 

   川崎市役所財政局資産管理部契約課建築契約係  

 

 ※ 封筒には「総合評価落札方式評価項目算定資料在中（工事件名）」と大きく書いて

ください。 

ウ 持参 

持参により提出する場合は、事前に契約課建築契約係（電話：０４４（２００）２１

００）に電話連絡の上、提出日時の指定を受けてください。事前に連絡がないもの、指

定した日時以外に持参したものについては提出を認めません。 

※ 持参の場合、封筒に算定資料を封入の上、提出することとします。封筒には「総合 

評価落札方式評価項目算定資料在中（工事件名）」と大きく書いてください。 

エ 「算定資料」の再提出は認めません。また、差し替えや追加送付は一切受け付けませ

ん。なお、上記（２）アからウをもって複数回提出した場合、最初に提出した算定資料

のみを有効とします。    

オ 上記（２）イ及びウにより提出された「算定資料」は返却しません。 

※ 令和８年８月２１日付で「川崎市総合評価一般競争入札実施要綱」及び「川崎市総合

評価落札方式のガイドライン」の一部を改正し、「配置予定技術者の同種工事の施工経

験」について、評価対象にできる従事工事期間及び評価対象となる同種工事の設定方法

の見直しを行っておりますので御注意ください。 



13 開札予定日

時及び場所 

（１）開札予定日時  令和８年１１月１０日（火）午前１０時 

（２）開札場所    川崎市役所財政局資産管理部契約課建築契約係 

14 総合評価点

の算出方法 

予定価格の範囲内の金額で入札した者のうち、次の算式によって求められた総合評価点の最も

高い者を落札候補者とします。また、最も高い者が複数ある場合には、くじにより落札候補者を

決定します。 

 

総合評価点＝（技術評価点／入札価格）×100,000,000 

 

※ 小数点第５位以下切捨て 

※ ただし、調査基準価格（税抜）未満の金額で入札した者については、入札価格を調査基準価

格（税抜）に置き換えた次の式により総合評価点を算出します。 

 

総合評価点＝（技術評価点／調査基準価格（税抜））×100,000,000      

 

※ 小数点第５位以下切捨て 

15 価格失格基

準の設定 

「有」 

※ 落札候補者の入札価格が調査基準価格(税抜)を下回る場合において、入札価格が価格失格基

準を下回った場合は、当該落札候補者を失格とします。 

16 落札候補者が 

提出する書類 
（１）特定ＪＶの構成員の「配置予定技術者届（共同企業体用）（第１号様式その２）」 

  ※ 特定ＪＶの場合のみ提出してください。 

（２）特定ＪＶの構成員の配置予定技術者の資格及び雇用関係を確認できる書類 

  ※ 特定ＪＶの場合のみ提出してください。 

（３）配置予定技術者届（監理技術者補佐用）（第１号様式その３） 

  ※ 特定ＪＶの代表者及び単体企業が、監理技術者（専任特例２号）を配置予定の場合のみ

提出してください。 

（４）配置予定監理技術者補佐の資格及び雇用関係を確認できる書類 

  ※ 特定ＪＶの代表者及び単体企業が、監理技術者（専任特例２号）を配置予定の場合のみ

提出してください。 

（５）類似工事施工等実績確認（申請）書 

※  各種様式は、「入札情報かわさき」の「ダウンロードコーナー」の財政局「入札参加手続関

係」からダウンロードしてください。 
※ （１）～（４）は、２０ 契約事務担当に記載のメールアドレス宛てに送付してください。 
※ （１）～（５）は、必要な案件のみ提出してください。 
※ 技術者の専任が必要な案件について本市で営業所の専任技術者情報が確認できない場合は、

「営業所における専任技術者証明書」の提出を求める場合があります。 
※ 契約事務担当において、本工事に係る建設業許可又は経営事項審査結果が確認できない場合

は、本工事に係る建設業の許可を受けていることを確認できる書類や有効期間内の経営事項審

査の総合評定値通知書の写し（直近のものに限る。）の提出を求める場合があります。 
17 契約手続等 次により契約を締結します。 

（１）契約書の作成 要 
（２）契約保証金 入札公表詳細を参照のこと。 

低入札価格調査を行った契約については、契約保証金１０％を３０％に加増します。 
（３）前払金 入札公表詳細を参照のこと。 



中間前払金の適用については、「入札情報かわさき」の「ダウンロードコーナー」の財政

局「契約関係規定」の中の「川崎市公共工事の前払金に関する規則」、「川崎市公共工事中間

前払金取扱要綱」を御覧ください。 
（４）議決を要する契約 

本工事は、川崎市契約条例第５条に基づき、契約の締結に当たり、市議会の議決を要しま

すので、市議会（令和９年３月頃）で議決を得たときに契約を締結します。また、落札者に

は、その旨を記載した仮契約書を交付します。 
18 注意事項 （１）「川崎市入札契約に関する共通事項（総合評価落札方式用）」及び「川崎市競争入札参加者

心得」も併せて御確認ください。 
（２）本案件の落札者と締結する契約は、川崎市契約条例第７条第１項第１号に規定する特定工

事請負契約（公契約）に該当します。 
特定工事請負契約においては、川崎市契約条例第８条各号に掲げる事項を定めます。 

   特定工事請負契約は、下請も含め、市の定める基準を下回らない賃金を労働者に支払って

いただくことが契約条項に加わります。下請も含めて契約に違反した場合は受注者の責任と

なり、場合によっては契約解除となる可能性もありますので、入札に臨まれる際は十分に御

注意ください。 
   詳しくは、川崎市契約条例、川崎市契約規則及び「入札情報かわさき」の「特定工事請負

契約及び特定業務委託契約の手引」を御確認ください。 
（３）本工事は、入札時積算数量書活用方式試行実施の対象工事です。 

入札参加者が入札時積算数量書を活用することにより、積算の効率化を図ることや工事請

負契約締結後において、積算数量に疑義がある場合に受発注者間の協議を行うことができま

す。 
入札時積算数量書活用方式については下記を御覧ください。 

URL: https://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000185325.html 
19 工事担当課 

（積算内容の閲

覧場所及び疑義

申立て先） 

病院局経営企画室（窓口：まちづくり局施設整備部川崎病院等整備担当（川崎市川崎区宮本町１

番地 本庁舎１９階）） 
電話：０４４（２００）２９７５ 
メールアドレス：50kawabyo@city.kawasaki.jp 

20 契約事務担当 財政局資産管理部契約課 
窓  口：川崎市川崎区宮本町１番地 本庁舎１６階 
郵便宛先：〒２１０－８５７７ 川崎市川崎区宮本町１番地 
電話：０４４（２００）２１００（建築契約係） ＦＡＸ：０４４（２００）９９０１ 
メールアドレス：23keiyak@city.kawasaki.jp 

 

https://www.city.kawasaki.jp/500/page/0000185325.html
mailto:50kawabyo@city.kawasaki.jp
mailto:23keiyak@city.kawasaki.jp


別表１

分     類 評価項目 提出書類 確認資料

評価項目算定資料書 第３号様式

評価項目に対する配点
及び自己採点表

第３号様式（別紙）

同種工事の施工実績
（過去１５年間）

第５号様式

施工実績を証明する書類
（例：契約書の写し、コリ
ンズ登録内容確認書の写し
等）

過去５年度における本市優良事業者
表彰の受賞の有無

第７－１号様式

配置予定技術者の能力
同種工事の施工経験
（過去１５年間）

第６－１号様式
施工経験を証明する書類
（例：コリンズ登録内容確
認書の写し等）

ＩＳＯ9001又は14001の取得状況

障害者の雇用状況

男女共同参画（行動計画策定）

官公需適格組合であること
官公需適格組合であること
を証明する書類（例：官公
需適格組合証明書等

建設キャリアアップシステム（ＣＣ
ＵＳ）の登録状況

第７－５号様式

建設キャリアアップシステ
ムに事業者登録をしている
ことが確認できる書類
（詳細は第７－５号様式を
参照）

災害時における本市との協力体制
（災害協定）

第７－１号様式

災害時における本市との協力体制
（防災協力事業所）

第７－１号様式

担い手育成 若手・女性配置予定技術者の配置 第６－１号様式

企業の信頼性・社会性

第７－１号様式

川崎市内に本社又は事業所
がない事業者については、
主観評価項目の登録に必要
な書類（主観評価項目実施
要綱・要領を参照）

企業の地域貢献度

川崎市内に本社又は事業所
がない事業者については、
主観評価項目の登録に必要
な書類（主観評価項目実施
要綱・要領を参照）

「総合評価落札方式評価項目算定資料」

企業の施工実績


